
    
    

    

【講師陣】

    

請求書等宛先名：

―待機児童対策の再構築に向けて

    

～新制度活用方策―量的拡大と質の確保に求められる自治体独自の施策と支援～



１．就学前人口・待機児童数等の推移と今後の保育施設整備計画等について
２．保育所の整備手法について
３．世田谷区の【保育の質】を維持・向上させていくための取り組み
　　～世田谷区保育の質ガイドライン等～

〔世田谷区〕量的拡大と質の向上を両輪に考える保育所整備について
　　　　　～世田谷区保育の質ガイドライン等を踏まえて～

子育ての緊急事態をどう乗り越えるか
～保護者が安心できる保育園整備に向けて～
１．危うい「保活」の現状と自治体に求められるサポート
２．「100都市保育力充実度チェック」に見る自治体の取り組みの差
３．国の待機児童対策、労働制度との関係について
４．保育士不足と質の低下、保育事故の実態
５．安全安心な保育、子どもが健やかに育つ保育が地域にもたらすもの

「保育所保育指針改定に関する検討会」「子ども・子育て新システム　
幼保一体化ワーキングチーム」委員など、国や自治体の委員も務める。
著書に『共働き子育てを成功させる５つの鉄則』『共働き子育て入門』
（ともに集英社）、『変わる保育園』（岩波ブックレット）、ほか多数。

【質疑応答】

【質疑応答】

【質疑応答】

【質疑応答】

〔松戸市〕待機児童解消に向けた取組み
　　　　～小規模保育事業の推進と連携施設の確保～
　１．県下1位の小規模保育施設の整備
　２．私立幼稚園預かり保育事業の新規補助制度
　３．その他：松戸市の子ども政策

　〔武蔵野市〕地域社会全体の連携による子ども・子育て支援
　　　　　　～共助による子育てひろば事業の推進～
１．武蔵野市の紹介
２．武蔵野市の子育て支援施策
３．共助による子育てひろば事業～collabono（こらぼの）コミセン親子ひろば～
４．地域の子育て支援ネットワークの構築に向けて 【質疑応答】

子ども・子育て支援制度と自治体施策
～自治体の新制度活用方策ー課題とその解消法
１．新制度の特徴と活用
　(1)給付制度（認定こども園・地域型保育事業）と委託制度（保育所）との大きな制度的相違ー２つの異なる制度が併存する複雑なシステム
　(2)幼保連携型認定こども園制度について
　　　　①　新制度と旧制度との違い
　　　　②　特別利用保育・教育制度(支援法第28条)の活用―1号認定こどもが保育所入所、2号認定こどもが幼稚園入所可能に
　(3)保育必要量の構造－保育標準時間（１ヶ月１２０時間程度以上の就労）と保育短時間（１ヶ月48～68時間以上120時間未満の就労）について
　(4)利用定員と認可定員について

 ２．保育ニーズの変化と待機児童対策
　(1)待機児童問題をどのように捉えるか
　　　①　児童福祉法２４条１項の市町村責任と待機児童・隠れ待機児童
　　　②　待機児童数が増えているが、入所児童数は、待機児童数の割合は　
　　　③　年齢別利用者数の変化をみる
　　　④　多数の乳児が保育を受ける時代への突入（国際的な潮流）
　(2)乳児期から小学校就学までの５年間程度を安定した生活と発達を保障し、小学校への安定した接続を保障していく視点からの検討
　(3)保育・教育無償化を見通した理解

３．保育士確保困難（「保育士不足」）と保育士処遇対策の遅れ
　(1)保育士確保困難は構造的問題－１９９５年のエンゼルプラン以降の政策展開でどのように変化してきたか
　(2)時代から取り残されつつある保育士処遇
　(3)保育士処遇改善こそ待機児童解消への大道

４．街づくり・震災対策と保育所整備
　(1)地域の乳幼児期の子どもの生活圏をどのように考え、保障するか。
　(2)子どもの発達と生活保障の視点から、街づくりと小学校区・中学校区との連携・接続
　(3)各地域の震災環境と震災対策をどのように把握し、考えるのか。　
　　－乳幼児期の子どもと親の避難スペース（地域児童福祉避難所）の確保の視点からの検討


